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Accounting Standards  Committee  以下，呼称 IASC）の公表する国際会計基準
（International Accounting Standards 以下，呼称 IAS）や，財務会計基準審議会
（Financial Accounting Standards Board 以下，呼称 FASB）を中心とする米国会計基
準（US-Generally Accepted Accounting Principles 以下，呼称 US-GAAP）等の国際的
な会計基準への調和化が強く求められてきた。 
また，国際会計基準審議会（IASB）の公表する国際財務報告基準（International 
Financial Reporting Standards 以下，呼称 IFRS）への統一化（convergence）・収斂へ
の対応も求められたことにより，連結会計情報が重視されるとともに，会計基準の国際化へ
の対応に向けて，各種会計基準の改訂・新設がなされた。さらには会社法や金融商品取引法
等が新たに制定・公布される等，企業会計制度にも大きな変革がもたらされてきた（1）。   


















図表 1 新会計基準等（新版 会計法規集 第 9版 記載順） 
・「外貨建取引等会計処理基準」（企業会計審議会 最終改正平成 11年 10月 22日） 
・「連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準」（企業会計審議会 平成 10年 3月 13日） 
・「研究開発費等に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 10年 3月 13日） 
・「税効果会計に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 10年 10月 30日） 
・「固定資産の減損に係る会計基準」（企業会計審議会 平成 14年 8月 9日） 
・「自己株式及び準備金の額の減少等に関する会計基準」（企業会計基準第 1号 最終改正平成 27年 3
月 26日） 
・「1株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第 2号 最終改正平成 25年 9月 13日） 
・「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4号 平成 17年 11月 29日） 
・「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 5号 最終改正平成 25年 9月
13日） 
・「株主資本等変動計算書に関する会計基準」（企業会計基準第 6号 最終改正平成 25年 9月 13日） 
・「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第 7号 最終改正平成 25年 9月 13日） 
・「ストック・オプション等に関する会計基準」（企業会計基準第 8号 平成 17年 12月 27日） 
・「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第 9号 改正平成 20年 9月 26日） 
・「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10号 最終改正平成 20年 3月 10日） 
・「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 11号 平成 18年 10月 17日） 
・「四半期財務諸表に関する会計基準（企業会計基準第 12号 最終改正平成 26年 5月 16日） 
・「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第 13号 改正平成 19年 3月 30日） 
・「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第 16号 改正平成 20年 12月 26日） 
・「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 17 号 最終改正平成 22 年 6 月 30
日） 
・「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第 18号 平成 20年 3月 31日） 
・「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第 20 号 改正平成 23 年 3 月 25
日） 
・「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21号 最終改正平成 25年 9月 13日） 
・「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 22号 最終改正平成 25年 9月 13日） 
・「研究開発費等に係る会計基準」の一部改正（企業会計基準第 23号 平成 20年 12月 26日） 
・「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第 24号 平成 21年 12月 4日） 
・「包括利益の表示に関する会計基準」（企業会計基準第 25号 最終改正平成 25年 9月 13日） 
・「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26号 最終改正平成 28年 12月 16日） 








































図表 2 企業が開示する強制開示及び任意開示 
 


















































たは電磁的方法により発しなければならないが（会社法 299条 2項 2号，3号，会社法施
行令 2条 1項 2号，会社法施行規則 230条）（以下規則と呼称する），その際，株主に対
し，取締役会の承認（会社法 436条 3項）を受けた計算書類，事業報告を提供しなければ
ならない（会社法 437 条，規則 133条，会社計算規則 133条 1項 1号）。その会社が監査
役を置く会社（監査役の監査の範囲を会計に関するものに限定する旨の定款の定めがある
ものを含む（会社法 2条 9号，389条 1項）），監査等委員会設置会社（会社法 2条 11号の
2）または指名委員会等設置会社（会社法 2条 12号）である場合には監査報告（会社法
437条，会社計算規則 133条 1項 2号），会計監査人設置会社（会社法 2条 11号）である
場合には会計監査報告（会社法 437条，計算規則 133条 1項 3号）も，その際に提供され
る。その会社が連結決算書を作成する会社（会社法 444条 1項，3項）である場合には，









本店には 5年間，支店にはその写しを 3年間備え置かねばならない（会社法 442条 1項 2
項，976条 8号，規則 227条 3号。その懈怠は，株主総会決議の取消原因となる（東京高
判昭和 48.10.30（有限会社），福岡高宮崎支判平成 13.3.2）。取締役会設置会社以外の会
社は，同じ書類を，定時株主総会の日の 1週間前の日から，本店・支店に同じ期間備え置




士・税理士の事務所等に備え置かなければならない（会社法 378条 1項 2号，442条 1項





れた情報の提供等を求めることができる（会社法 378条 2項，442条 3 項，976条 4項，
規則 104条，226条 15号 21号。東京地判平成 27.7.13（計算書類を作成していない場
合））。親会社社員が，自己の権利を行使するため必要ある場合であって，裁判所の許可を








































則 1条，連結財務諸表規則 1条）。 
以上の開示に虚偽の記載があった場合等について，金商法は，発行者（会社）やその役
員に刑事責任や民事責任を課すほか，課徴金制度を設けている（金商法 18～22条，24条













































図表 3 制度会計の変化 















商法会計       税務会計      会社法会計       税法会計 
（すべての株式会社）            （すべての株式会社） 



























現代会計と新会計基準について，郡司健（2009）『最新 財務諸表会計[第 5版]』中央経済社，24 
～25頁を参照。 
（3）谷江武士（2014）8～9頁。 



























図表 4 大王製紙の会社法開示書類と金融商品取引法開示書類の対比  
会社法開示書類 金融商品取引法開示書類 
対象者 株主と債権者 株主と株主以外の一般投資家 

































⑤附属明細表                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          
（出所）大王製紙株式会社（2016）『第 105回定時株主総会招集ご通知』 37～42頁より作成。大王製紙





























情報の 5つに分類されている。以下では，その中でも財務情報である IR情報と第 5章と第
6 章で検討する非財務情報である CSR情報について概観するとともに，大王製紙のディスク
ロージャーの実態を明らかにしていくものである。 




図表 5 IR情報の公開時期（2） 
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●第 1 四半期決算発表 ●第 2 四半期決算発表 ●第 3 四半期 
決算発表 






















































5 環境報告書及び社会・環境報告書及び CSR報告書 
大王製紙ホームページでは，社会・環境報告 2010 年から CSR 報告書 2015 までを自社ホ
ームページ上に公開し，ダウンロードできるようになっている。地球環境問題改善への高ま
りを受けて，大王製紙グループが公表する非財務情報については，環境会計等の環境情報を






















































目は，第 1企業の概況，第 2事業の状況，第 3 設備の状況，第 4提出会社の状況等である。 
 
図表 7 第 105期有価証券報告書の記載情報 
第一部 企業状況 





第2 事業の状況 1. 業績等の概要 





7. 財政状態， 経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 
第3  設備の状況 1. 設備投資等の概要 
2. 主要な設備の状況 
3. 設備の新設，除却等の計画 
























第6  提出会社の株式事務の概要  
第7  提出会社の参考情報  1. 提出会社の親会社等の情報 
2. その他の参考情報 












 2 企業の概況 
（1）主要な経営指標等の推移 
 大王製紙の有価証券報告書は，1～2頁目に，主要な経営指標等の推移が記載されている。
ここで，最新年度から過去 5 年間分第 101 期から第 105 期までの連結経営指標及び単体経
営指標を示す（図表 8，図表 9）。 
 
図表 8 連結経営指標等 
回次  第 101期 第 102期 第 103期 第 104期 第 105期 
決算年月  平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月 平成28年3月 
売上高        百万円 408,986 407,362 430,055 450,239 474,077 





百万円 △5,321 15,109 6,293 13,209 14,594 
包括利益 百万円 △3,247 22,075 11,826 27,943 9,599 
純資産額 百万円 97,314 107,969 119,253 164,495 174,820 
総資産額 百万円 596,426 659,112 646,113 652,745 656,310 




円 △43.13 126.51 51.52 93.48 100.15 
潜在株式調整後１株当
たり当期純利益金額 
円 － － － － 92.94 
自己資本比率 ％ 14.0 14.7 17.0 23.7 24.9 
自己資本利益率 ％ △6.3 16.8 6.1 10.0 9.2 
株価収益率 倍 － 4.6 24.0 11.0 9.5 
営業活動による 
キャッシュ・フロー  
百万円 23,775 50,805 58,091 44,740 47,011 
投資活動による 
キャッシュ・フロー 
百万円 △32,171 △41,455 △26,826 △28,581 △26,073 
財務活動による 
キャッシュ・フロー  
百万円 △7,379 △13,441 △37,242 △29,429 △17,475 
現金及び現金同等物 
の期末残高  
百万円 86,332 82,457 79,046 69,073 72,169 
従業員数 人 5,182 7,348 7,759 8,174 8,497 
（出所）大王製紙株式会社（2016）『第 105期有価証券報告書』1頁。 
 
(注)  １．売上高には， 消費税等(消費税及び地方消費税をいう。)は含まれていない。 
２．第 102 期，第 103 期及び第 104 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については，潜在株式
が存在しないため記載していない。第 101 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については，１
株当たり当期純損失金額であり，また，潜在株式が存在しないため記載していない。 




５．第 104 期以前については，百万円未満を切り捨てて記載していたが，第 105 期より百万円未満を四捨
五入して記載している。なお，比較を容易にするため，第 104 期以前についても四捨五入に組み替えて表
示している (以下同様) 。 
図表 9 経営指標等 
回次  第 101期 第 102期 第 103期 第 104期 第 105期 
決算年月  平成24年3月 平成25年3月 平成26年3月 平成27年3月 平成28年3月 
売上高 百万円 357,753 345,272 361,599 375,819 394,557 
経常利益又は経常損失
(△) 
百万円 1,187 △1,569 3,602 11,066 12,736 
当期純利益又は当期純損
失(△) 
百万円 △5,546 △8,363 4,473 9,047 12,371 
資本金 百万円 30,415 30,415 30,415 39,707 39,707 
発行済株式総数 千株 129,019 129,019 129,019 149,349 149,349 
純資産額 百万円 91,180 82,454 86,810 121,392 128,215 
総資産額 百万円 512,533 519,444 526,813 553,059 564,185 

















円 △43.95 △66.29 35.46 63.69 84.48 
潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額 
円 － － － － 78.42 
自己資本比率 ％ 17.8 15.9 16.5 21.9 22.7 
自己資本利益率 ％ △6.0 △9.6 5.3 8.7 9.9 
株価収益率 倍 － － 34.9 16.2 11.2 
配当性向 ％ － － 24.0 13.3 12.4 
従業員数 人 3,071 2,788 2,359 2,334 2,396 
（出所）大王製紙株式会社（2016）『第 105期有価証券報告書』2頁。 
 
(注)  １．売上高には，消費税等は含まれていない。 
２． 第 103期及び第 104 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については，潜在株式が存在しな
いため記載していない。 第 101 期及び第 102 期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については，
１株当たり当期純損失金額であり，また，潜在株式が存在しないため記載していない。 
３． 第 101 期及び第 102 期の株価収益率及び配当性向については，当期純損失であるため記載していな
い。 
 
経営指標から業績を見ると，連結では約 4,090 億円から約 4,740 億円へと売り上げを伸
ばしており，単体でも約 3,570 億円から約 3,940 億円と売り上げを伸ばしている。連単共
に第 102 期は減少しているが，翌年第 103 期より回復している。連結の経常利益において
も，第 101期よりも約 5倍増加し 212億円まで増大している。 
連結の当期純利益では，第 101 期の△53 億 2千 1百万円から第 105期に 145 億 9 千 4 百
万円と増加しており，（53 億 2 千 1 百万円+145 億 9 千 4 百万円）÷53 億 2千 1 百万円＝約













 売上高の連単倍率は，第 101 期が約 1.14 倍・第 102 期が約 1.18 倍・第 103 期が約 1.19
倍・第 104期が約 1.2 倍・第 105期が 1.2倍となっている。過去 5年間の推移は概ね，1.15
倍から 1.2 倍で少しずつ倍率は増えている。また総資産の連単倍率は，第 101 期が約 1.16



































ーナショナルコリア Co.,LTDが 400,000千ウォン（1ウォン＝0.1円で換算，日本円で約 40
百万円），インドネシアの PT.エリエールインターナショナルトレーディングインドネシア
が，5,730 億インドネシアルピア（1 インドネシアルピア＝0.01 円）で日本円換算では約


















ている。単体の従業員数は 2,396 人でグループ全体の 28％が親会社に従事していることが
























同月比 5.3％増，連結営業利益が 11.6％増，連結経常利益が 2.4％減，親会社株主に帰属す
る連結当期純利益は 10.5％増となったことを，金額と共に報告している。 
② 次にセグメント別業績も記載されている。紙・板紙事業のセグメントでは，売上高





③ ホーム＆パーソナルケア事業のセグメントでは，売上高 15,211 百万円（前年同月比














④ その他の事業セグメントでは，売上高 15,211 百万円（前年同期比 13.8％増）セグメ













板紙事業で 259,613 百万円（103.5％），ホーム＆パーソナルケア事業が 105,821 百万円
（106.2％），報告セグメント計 365,434 百万円（104.2％）と前年同期より増加している。












































① 需要・市況変動による影響，② 原燃料価格変動，及び為替相場の変動による影響，③ 
海外事業による影響，④ 金利変動による影響, ⑤ 投資有価証券の価格変動による影響,⑥ 





































れている。記載内容は，① 財政状態の分析, ② 経営成績の分析（売上高・経常利益・特別
損益・親会社株主に帰属する当期純利益），③ キャッシュ・フローの状況の分析，④次期の
見通し，の 4項目であるが，① と ② は，冒頭に記載されている「主要な経営指標等の推
移」の中の連結経営指標等で記載されている財務情報の簡易な解説となっている。 
  ③ については，「第 2 事業の状況 1 業績等の概要 （2）キャッシュ・フロー」に記
載しているとし，新たな記載はない。④ は，「第 2 事業の状況」の各所に記載されている
ことの要約となっており，新たな情報は記載されていない。ここに記載されていることは，    
今までに記載されている事柄の再確認であるといえるだろう。 



























し設備額は 1/3 以下であるが，従業員数は 128 人と多くなっている。原材料費を考慮に入
れず，設備コストで考えた場合はホーム＆パーソナルケア製品の方が設備コストに対する
製品コストは低いと考えられる。 










図表 10                                   （単位：百万円） 
（出所）大王製紙株式会社（2016）『第 105期有価証券報告書』の主要な設備の状況を基に作成，19頁。 
 






三島工場 可児工場 川辺製造部 エリエール いわき大王
大王パッケー
ジ
建物および構築物 19,906 5,945 924 9,299 6,420 4,865
機械装置及び運搬具 64,545 12,914 745 14,470 15,086 8,606
土地 24,368 2,585 1,258 3,848 4,103 8,176






























 ① 株式の総数等 
大王製紙の発行可能株式総数は 3億株と定款に定められている。㈱東京証券取引所（市場
第一部）に上場し，すべて普通株式で平成 28 年 6 月 30 日現在発行株式 149,348,785 株を
発行していることが記載されている。（注）において，今年度より「平成 27年 9月 1日開催








⑤ 発行済株式総数，資本金等の推移と⑥所有者別状況においても 1 単元の株式数 100 株
で記載されている。 
⑦ 大株主の状況 
平成 28 年 3 月 31 日現在の状況では大株主に変動があり，元一族経営者の井川高雄氏の



















 「株主への利益還元を経営の最重要課題の 1 つと認識し，業績の状況や内部留保の充実等
を勘案しながら安定的な配当を継続することを基本方針としている。」とし，中間配当と期




 大王製紙の役員は，男性 19名で構成されている。うち社内取締役は 13 名で，社外取締役













レートレポート 2016 である。 
 













以上は，大王製紙の第 105 期有価証券報告書（第 1 企業の概況から第 4 提出会社の状況
まで）の概略である。 
 














1 から第 4までについて詳細に分析を行った。最も詳細な財務報告は第 5の経理の状況に記
載されているが，それ以前の第 4までのディスクロージャーにおいても，様々な財務会計情
報を織り込みながら企業の活動を記述していることが明らかになった。 


































り，電子公告によることができない場合は，日本経済新聞に掲載する。」平成 21年 7月 10日に登記
されている。登記情報提供サービス：法人番号 9500001014345 会社法人等番号 5000-01-014345 
2017年 4月 13日取得。閲覧ではありません。引用です。 
（2）http://www.daio-paper.co.jp/ir/event/calendar/index.html（閲覧 2017年 4月 21日）。 
（3）大王製紙株式会社（2016a）『平成 28年 3月期第 1四半期決算短信（連結）』大王製紙株式会社
http://www.daio-paper.co.jp/ir/library/earnings/pdf/ir2801.pdf（閲覧 2017 年 5月 5日）。 
大王製紙株式会社（2016b）『平成 28年 3月期第 2四半期決算短信（連結）』大王製紙株式会社
http://www.daio-paper.co.jp/ir/library/earnings/pdf/ir2802.pdf（閲覧 2017 年 5月 5日）。 
大王製紙株式会社（2016c）『平成 28年 3月期第 3四半期決算短信（連結）』大王製紙株式会社
http://www.daio-paper.co.jp/ir/library/earnings/pdf/ir2804.pdf（閲覧 2017 年 5月 5日）。 
大王製紙株式会社（2016d）『平成 28年 3月期決算短信[日本基準]（連結）』大王製紙株式会社
http://www.daio-paper.co.jp/ir/library/earnings/pdf/ir2805.pdf（閲覧 2017 年 5月 5日）。 
大王製紙株式会社(2016e)『第 105期有価証券報告書』大王製紙株式会社 http://www.daio-
paper.co.jp/ir/library/yuho/pdf/yuuhou105.pdf（閲覧 2017年 5月 5日）。 
大王製紙株式会社（2016f）『第 105回定時株主総会招集ご通知に際してのインターネット開示事
項』連結計算書類の連結注記表・計算書類の個別注記表 
http://www.daio-paper.co.jp/ir/event/meeting/pdf/irnet105.pdf（閲覧 2017 年 5月 5日）。 
  大王製紙株式会社（2016g）『第 105期年次報告書』大王製紙株式会社 
   http://www.daio-paper.co.jp/ir/library/shareholder/pdf/irhoukoku105nenji.pdf（閲覧 2017
年 5月 5日）。 
  大王製紙株式会社（2016h）『第 106期中間報告書』大王製紙株式会社 
   http://www.daio-paper.co.jp/ir/library/shareholder/pdf/irhoukoku106.pdf（閲覧 2017年 5月 
5日）。 
大王製紙（2016i）『CORPORATE DATA 2016』大王製紙株式会社 http://www.daio-
paper.co.jp/ir/library/report/pdf/factbook_2016.pdf（閲覧 2017年 5月 5日）。 
大王製紙株式会社（2016j）『CSR報告書 2015』大王製紙株式会社 http://www.daio-
paper.co.jp/csr/report/pdf/2015_00.pdf（閲覧 2017年 5月 5日）。 
（4）http ://www.daio-paper.co.jp/ir/library/earnings/index.html（閲覧 2017 年 4月 23日）。 
（5）http://www.daio-paper.co.jp/ir/event/meeting/index.html（閲覧 2017年 5月 2日）。 
（6）http://www.daio-paper.co.jp/ir/library/factbook/index.html（閲覧 2017年 5月 2日）。 
（7）http://www.daio-paper.co.jp/ir/event/meeting/index.html（閲覧 2017年 5月 2日）。 
（8）http://www.daio-paper.co.jp/csr/report/index.html（閲覧 2017年 5月 2日）。 
（9）http://www.daio-paper.co.jp/csr/paper/data/index.html（閲覧 2017年 4月 30日）。 
（10）http://www.daio-paper.co.jp/ir/event/meeting/index.html（閲覧 2017年 5月 2日）。 
  































次に，大王製紙の有価証券報告書・事業年度（第 105期 平成 27年 4月 1日～平成 28年






































































































































図表 13  連結貸借対照表の区分表示 
（資 産 の 部） （負 債 の 部） 
Ⅰ 流動資産 ××× Ⅰ 流動負債 ××× 
現金及び預金 ××× 支払手形 ××× 
受取手形 ××× 買 掛 金 ××× 
売 掛 金 ××× 前 受 金 ××× 
棚卸資産 ××× 繰延税金負債 ××× 
前 渡 金 ××× ・・・・ ××× 
繰延税金資産 ××× 流動負債合計 ××× 
・・・・ ××× Ⅱ 固定負債 ××× 
   流動資産合計 ××× 社 債 ××× 
Ⅱ 固定資産 ××× 長期借入金 ××× 
1 有形固定資産 ××× 退職給付に係る負債 ××× 
建物及び構築物 ××× 繰延税金負債 ××× 
機械・装置 ××× 固定負債合計 ××× 
土  地 ××× 負債合計 ××× 
・・・・ ××× （純資産の部） ××× 
2 無形固定資産 ××× Ⅰ株主資本 ××× 
の れ ん ××× 1 資本金 ××× 
特 許 権 ××× 2 資本剰余金 ××× 
商 標 権 ××× 3 利益剰余金 ××× 
・・・・ ××× 4 自己株式 ××× 
3 投資その他の資産 ××× 株主資本合計 ××× 
関係会社株式 ××× Ⅱ その他の包括利益累計額 ××× 
退職給付に係る資産 ××× 1 その他有価証券評価差額金 ××× 
繰延税金資産 ××× 2 繰延ヘッジ損益 ××× 
・・・・ ××× 3 為替換算調整勘定 ××× 
固定資産合計 ××× 4 退職給付に係る調整累計額 ××× 
Ⅲ 繰延資産 ××× その他の包括利益累計額 ××× 
・・・・ ××× Ⅲ 新株予約権 ××× 
繰延資産合計 ××× Ⅳ 非支配株主持分 ××× 
資産合計 ××× 純資産合計 ××× 



























































図表 15 連結株主資本等変動計算書 
(1) 純資産の各項目を横に並べる様式（株主資本等変動計算書適用指針 3（1）②） 

















































































当期首残高 XX XX XX XX XX XX XX XX XX XX XX XX 
当期変動額             
新株の発行 XX XX   XX       XX 
 
図表 14 包括利益の表示例  
2計算書方式 1計算書方式 
（連結損益計算書）  （連結損益及び包括利益計算書）  
売上高 ××× 売上高 ××× 
・・・・ ××× ・・・・ ××× 
税金等調整前当期純利益 ××× 税金等調整前当期純利益 ××× 
 法人税等 ×××  法人税等 ××× 
 当期純利益 ××× 当期純利益 ××× 
非支配株主に帰属する当期純利益 ××× （内訳） ××× 
親会社株主に帰属する当期純利益 ××× 親会社株主に帰属する当期純利益 ××× 
（連結包括利益計算書） ××× 非支配株主に帰属する当期純利益 ××× 
 当期純利益 ×××  ××× 
その他の包括利益：  その他の包括利益：  
 その他有価証券評価差額金 ×××  その他有価証券評価差額金 ××× 
 繰越ヘッジ損益 ×××  繰延ヘッジ損益 ××× 
 為替換算調整勘定 ×××  為替換算調整勘定 ××× 
   その他の包括利益合計 ×××    その他の包括利益合計 ××× 
包括利益 ××× 包括利益 ××× 
（内訳）  （内訳）  
 親会社株主に係る包括利益 ×××  親会社株主に係る包括利益 ××× 
 非支配株主に係る包括利益 ×××  非支配株主に係る包括利益 ××× 
剰余金の配当   *X  *X       *X 
当期純利益   XX  XX       XX 
自己株式処分    XX XX       XX 
×××××             
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）      XX XX XX XX XX XX XX 
当期変動額合計 XX XX XX XX XX XX XX XX XX XX XX XX 
当期末残高 XX XX XX *X XX XX XX XX XX XX XX XX 
(*X＝△XX：マイナス金額) 
（出所）郡司健（2017）『現代財務会計のエッセンス』中央経済社 117頁。 
図表 16 連結株主資本等変動計算書 
(2)純資産の各項目を縦に並べる様式（同適用指針 3（2）②） 
株主資本  その他の包括利益累計額  
資本金  その他有価証券評価差額金  
当期首残高 ××× 当期首残高 ××× 
当期変動額  当期変動額  
新株の発行 ××× 株主資本以外の項目の  
・・・・ ××× 当期変動額（純額） ××× 
当期変動額合計 ××× 当期変動額合計 ××× 
当期末残高 ××× 当期末残高 ××× 
資本剰余金  ・・・・  
当期首残高 ××× ・・・・  
当期変動額  その他の包括利益累計額合計  
新株の発行 ××× ・・・・  
・・・・ ××× 新株予約権 ××× 
当期変動額合計 ××× ・・・・  
当期末残高 ××× 非支配株主持分  
・・・・  ・・・・  
・・・・  純資産合計  
株主資本合計  当期首残高 ××× 
当期首残高 ××× 当期変動額  
当期変動額  新株の発行 ××× 
新株の発行 ××× 剰余金の配当 ××× 
剰余金の配当 ××× ・・・・  
当期純利益 ××× 株主資本以外の項目の  
自己株式の処分 ××× 当期変動額（純額） ××× 
・・・・ ××× 当期変動額合計 ××× 
当期変動額合計 ××× 当期末残高 ××× 














































































図表 18 キャッシュ・フロー計算書（直接法） 
キャッシュ・フロー計算書  
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー ××× 
  営業収入 ××× 
  仕入支出 ××× 
  その他の営業支出 ××× 
    小計 ××× 
  法人税等支払額 ××× 
  営業活動によるキャッシュ・フロー ××× 
Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー ××× 
有価証券取得支出 ××× 







図表 19 営業活動によるキャッシュ・フロー（間接法） 
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー  
   税引前当期純利益 ××× 
   減価償却費 ××× 
   買掛金増加高 ××× 
売掛金増加高 ××× 
   棚卸資産増加高 ××× 
     小  計 ××× 
   法人税等支払額 ××× 































図表 20 セグメント情報の開示項目例 
 A事業 B事業 C事業 その他 調 整 連 結 
売上高 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
外部顧客への売上高 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
セグメント間売上高 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
    計 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
セグメント利益 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
セグメント資産 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
セグメント負債 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
その他の項目 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 
減価償却費 ××× ××× ××× ××× ××× ××× 













































              連結貸借対照表                     （単位：百万円） 
























































































































  自己株式 
その他の包括利益累計額 
  その他有価証券評価差額金 








































































資産合計 652,745 656,310 負債及び純資産合計 652,745 656,310 
（出所）大王製紙（2016e）『第 105期有価証券報告書』45～46頁。 





   図表 22 























追録 (1)連結財務諸表②連結損益計算書 113頁。 
 
図表 23  








追録 (1)連結財務諸表③連結包括利益計算書 114頁。 
 









































































































































連結会計年度 自 平成 27年 4月 1日 至 平成 28年 3月 31日 （単位：百万円）                   
 株主資本 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合
計 
当期首残高 39,707 39,586 70,412 △2,896 146,809 
会計方針の変更による 
累計的影響額      
会計方針の変更を反映
した当期首残高 
39,707 39,586 70,412 △2,896 146,809 
当期変動額      
新株の発行      
剰余金の配当   △1,234  △1,234 
親会社株主に帰属する
当期純利益   14,594  14,594 
自己株式の取得    △11 △11 
連結範囲の変動     － 
連結子会社の増資によ
る持分の増減  117   117 
連結子会社株式の売却
による持分の増減 
 219   219 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 
     
当期変動額合計 － 336 13,360 △11 13,685 















当期首残高 10,603 △1,867 △1,093 7,643 10,043 164,495 
会計方針の変更に
よる累計的影響額 




10,603 △1,867 △1,093 7,643 10,043 164,495 
当期変動額       
新株の発行      － 
剰余金の配当      △1,234 
親会社株主に帰属
する当期純利益      14,594 
自己株式の取得      △11 
連結範囲の変動      － 
連結子会社の増資
による持分の増減 








△4,353 △955 279 △5,029 1,669 △3,360 
当期変動額合計 △4,353 △955 279 △5,029 1,669 10,325 
当期末残高 6.250 △2,822 △814 2,614 11,712 174,820 
（出所）大王製紙（2016e）『第 105期有価証券報告書』45～46頁。 






図表 25  大王製紙の連結キャッシュ・フロー計算書の内容 
































こう。大王製紙は間接法をもとに計算を行っている。第 104期と当期 105期の 2期を表記
した各キャッシュ・フローの結果は次のとおりである。 
  
図表 26  
大王製紙の第 105期の連結キャッシュ・フロー計算書 
連結会計年度 2期分（平成 26年 4月 1日～平成 28年 3月 31日）（単位：百万円） 
決算期 平成 27年 3月 平成 28年 3月 
営業活動によるキャッシュ・フロー 44,740 47,011 
投資活動によるキャッシュ・フロー △28,581 △26,073 
財務活動によるキャッシュ・フロー △29,429 △17,475 
現金及び現金同等物に係る換算差額 925 △367 
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,345 3,096 
現金及び現金同等物の期首残高 79,046 69,073 
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 2,358 － 
非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 14 － 
現金及び現金同等物の期末残高 69,073 72,169 
（出所）大王製紙（2016e）『第 105期有価証券報告書』51頁。 









自 平成 26年 4月 1日 
至 平成 27年 3月 31日  
当前連結会計年度 
自 平成 27年 4月 1日 






△13,485     
80,915百万円 
 
△8,746    
現金及び現金同等物 69,073              72,169     
（出所）大王製紙（2016e）『第 105期有価証券報告書』61頁。 
 














































計 318,412 161,111 479,523 71,499 551,022 △76,945 474,077 
セグメント利益 10,473 10,365 20,838 3,153 23,991 332 24,323 





























   2.  調整額は以下のとおりです。 
   （1）セグメント利益の調整額は，セグメント間取引消去に係る調整額です。 
  （2）セグメント資産の調整額は，セグメント間取引消去に係る調整額△14,854 百万円，報告セグ
メントに帰属しない投資有価証券等の全社資産 30,898百万円です。 
















 (1) 流動性（短期支払能力）の分析・安全性の分析 
流動性は流動資産と流動負債との関係（比率）に基づいて判断され，これによって短期
の支払能力を判断することができる。流動性を判断する際には，一般的に流動比率























連結貸借対照表から抽出                            （単位：百万円） 
 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
流動資産 293,048 270,549 280,678 293,910 290,159 269,483 246,258 243,871 252,490 257,154 
当座資産 224,687 197,939 201,885 234,203 223,698 195,873 176,292 172,020 173,760 176,596 
流動負債 262,804 244,944 241,480 241,244 244,954 222,921 260,381 253,243 237,696 219,261 
純資産 136,696 133,227 126,161 132,689 115,191 97,314 107,969 119,253 164,495 174,820 
固定資産 325,473 428,095 424,815 409,562 382,108 326,822 412,764 402,163 400,115 398,985 
総資本 683,261 698,788 705,602 703,549 672,386 596,426 659,112 646,113 652,745 656,310 






 図表 30 連結貸借対照表の分析 





から過去 10年間の推移をみてみると，ほぼ 100％を超えているが 200％には届かないのが
現状である。 














2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
流動比率 111.5%110.5%116.2%121.8%118.5%120.3% 94.6% 96.3% 106.2%117.3%
当座比率 85.5% 80.8% 83.6% 97.1% 91.3% 87.5% 67.7% 67.9% 73.1% 80.5%
固定資産純資産比率 42.0% 37.3% 35.5% 40.3% 36.9% 38.1% 36.9% 37.7% 41.5% 55.5%






























す指標である。回転率が高いほど資産への投下資本の効率は高くなる。   
総資本回転率＝売上高÷総資本 
 
図表 31 連結損益計算書から抽出                        （単位:百万
円） 
 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
売上高 414,164 455,804 465,804 423,105 410,159 408,986 407,362 450,055 450,239 474,077 
営業利益 25,987 22,341 18,608 23,165 13,377 10,483 11,577 16,049 21,796 24,323 
経常利益 19,750 15,042 11,199 14,248 5,665 4,748 6,637 11,257 21,784 21,259 
当期純利益 11,300 5,460 356 2,381 -18,234 -5,321 15,109 6,293 13,618 14,893 
総資本 683,261 698,788 705,602 703,549 672,386 595,426 659,112 646,113 652,745 656,310 
（出所） 大王製紙（2006 年～2015年）『第 96期～第 105期有価証券報告書』。 
     大王製紙（2012d）『第 98期有価証券報告書の訂正報告書③』平成 24年 5月 17日。 
         大王製紙（2012e）『第 99期有価証券報告書の訂正報告書③』平成 24年 5月 17日。 
         大王製紙（2012f）『第 100期有価証券報告書の訂正報告書②』平成 24年 5月 17日。 
        大王製紙（2012g）『第 101期有価証券報告書の訂正報告書』平成 24年 6月 29日。 
図表 32 連結損益計算書の分析 
（出所）大王製紙（2006 年～2015年）『第 96期～第 105期有価証券報告書』をもとに筆者加筆修正。 
 











図表 33 連結損益計算書の分析                        （単位：回） 
 （出所）大王製紙（2006 年～2015年）『第 96期～第 105期有価証券報告書』をもとに筆者加筆修正。 
 
 
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015







2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
売上高営業利益率 6.3% 4.9% 4.0% 5.5% 3.3% 2.6% 2.8% 3.6% 4.8% 5.1%
売上高経常利益率 4.8% 3.3% 2.4% 3.4% 1.4% 1.2% 1.6% 2.5% 4.8% 4.5%
総資本経常利益率 2.9% 2.2% 1.6% 2.0% 0.8% 0.8% 1.0% 1.7% 3.3% 3.2%


























図表 34 営業利益と営業キャッシュ・フロー                    （単位：百万
円）  
 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
営業利益 25,987 22,341 18,608 23,165 13,377 10,483 11,577 16,049 21,796 24,323 
営業CF 34,525 61,286 49,482 73,995 41,153 23,775 50,805 58,091 44,740 47,011 
（出所）大王製紙（2006 年～2015年）『第 96期～第 105期有価証券報告書』。 
 
 
図表 35 連結キャッシュ・フロー計算書の分析 
























2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015




















































































図表 36 セグメント別売上高                         （単位：百万円） 












2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 321,919347,367355,554311,163283,389281,254277,970283,511290,035299,962
ホーム 79,147 93,010 101,843104,976120,018120,985120,662134,901146,836158,904











 図表 37 セグメント別資産                           （単位:百万円） 


















2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 532,850 551,364 555,094 545,452 443,630 444,493 478,640 422,575 416,796 409,237
ホーム 90,488 100,077 108,379 116,845 165,953 109,292 143,872 161,834 159,414 182,774










図表 38 セグメント別営業利益                         （単位:百万円） 

















2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 25,061 18,581 16,631 17,555 12,006 12,117 10,926 11,372 10,068 10,473
ホーム 3,969 5,733 5,930 9,230 4,755 2,975 5,100 9,687 9,206 10,365














図表 39 セグメント別売上高営業利益率 
（出所）大王製紙（2006 年～2015年）『第 96期～第 105期有価証券報告書』をもとに筆者加筆修正。 
 
 











2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 7.7% 5.3% 4.6% 5.6% 4.2% 4.3% 3.9% 4.0% 4.8% 3.4%
ホーム 5.0% 6.1% 5.8% 8.7% 3.9% 2.4% 4.2% 7.1% 7.5% 6.5%









図表 40 セグメント別使用資本回転率                        （単位:回） 
（出所）大王製紙（2006 年～2015年）『第 96期～第 105期有価証券報告書』をもとに筆者加筆修正。 
 
(3) セグメント別使用資本営業利益率  








図表 41 セグメント別使用資本営業利益率 
（出所）大王製紙（2006 年～2015年）『第 96期～第 105期有価証券報告書』をもとに筆者加筆修正。 
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 0.60 0.63 0.64 0.57 0.63 0.58 0.67 0.70 0.70 0.73
ホーム 0.87 0.93 0.94 0.90 0.79 1.11 0.84 0.83 0.92 0.87









2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 4.7% 3.3% 2.9% 3.2% 2.6% 2.7% 2.2% 2.6% 3.3% 2.5%
ホーム 4.3% 5.7% 5.4% 7.8% 3.1% 2.7% 3.5% 5.9% 6.9% 5.6%














































































（1） 連結貸借対照表の現金及び預金の残高は，平成 27年 3月 31日(252,490)，平成 28年 3月 31日
(257,154)となっている。連結キャッシュ・フロー計算書の現金及び現金同等物の期末残高は，平成

















































































































































































（出所）大王製紙（2011～2015）「第 101期～第 105期有価証券報告書」より抽出・作成。 
 
③その他事業 












次に，図表 44の 2006年と 2015年の営業利益を比較すると，紙・板紙事業は 145億 8千
8百万円減少している。ホーム＆パーソナルケア事業では 63億 9千 6百万円増加している。













大王製紙の 2006 年度から 2015 年度までの営業収益と営業利益のセグメント別推移を図
表 43，図表 44に示す。 
 
図表 43 セグメント別営業収益の推移                     （単位：百万円） 
（出所）大王製紙（2006 年～2015年）「第 96期～第 105期有価証券報告書」をもとに筆者加筆修正。 
図表 44 セグメント別営業利益の推移                     （単位：百万円） 
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 321,919 347,367 355,554 311,163 283,389 281,254 277,970 283,511 290,034 299,962
ホーム 79,147 93,010 101,843 104,976 120,018 120,935 120,662 134,901 146,835 158,904





















図表 45 セグメント別売上高営業利益率推移                  （単位：百万円） 
（出所）大王製紙（2006 年～2015年）「第 96期～第 105期有価証券報告書」をもとに筆者加筆修正。 
 
図表 45 ではその他の事業は 2010 年以降常に高い業績を示しているが，絶対額はそう大
きくない。今後の経営次第で，どのように変化するか注目される。  
図表 46 セグメント別研究開発費の推移                    （単位：百万円） 
単位（百万円） 
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 25,061 18,581 16,631 17,555 12,006 12,117 10,926 11,372 13,988 10,473
ホーム 3,969 5,733 5,930 9,230 4,755 2,975 5,100 9,687 11,153 10,365













2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 7.70% 5.30% 4.60% 5.60% 4.20% 4.30% 3.90% 4.00% 4.80% 3.40%
ホーム 5.00% 6.10% 5.80% 8.70% 3.90% 2.40% 4.20% 7.10% 7.60% 6.50%


































2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
紙・板紙 1,860 1,899 1,595 1,247 680 668 1,100 1,402 1,361 1,336
ホーム 548 628 648 843 1,266 667 954 1,316 1,216 1,317









































































2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
環境負荷データの推移






















2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
投資合計 5,817 6,614 5,209 2,477 3,053 879 893 605 922 10,937
費用合計 11,770 15,541 13,922 22,660 22,893 20,690 21,266 16,593 19,281 30,826



































2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014
投資対効果 0.327 0.358 0.642 1.377 0.935 1.361 0.918 3.562 0.653 0.096







































































河台経済論集』第 20巻 2号，177～208頁。 
  




















現在メジャーであり総合的なガイドラインとしては，IIRCの『The International <IR> 
Framework』と，GRI の『G4』，SASBの『Sustainability Accounting Standard』の 3つが
あげられる。また，総合的なガイドラインではないが，国連グローバル・コンパクト































































告書ガイドライン 2012年度版」と ISO26000を参考として作成されている。 
 










 ここでは，「コーポレートレポート 2016」の記載内容の比較を行っていこう。 
 
図表 50 コーポレートレポート 2016の記載内容を基準とした比較 
コーポレートレポート ファクトブック（4） CSR報告書（5） 有価証券報告書（6） 注釈 
前文・編集方針  前文・編集方針   
社是・経営理念・行動規範  経営理念・行動規範  社是はHPに掲載 
トップメッセージ  トップメッセージ   
大王製紙グループのあゆみ ﾎﾟｰﾄﾌｫｰﾘｵをﾋﾞｼﾞｭｱﾙ化  HPに掲載写真 
大王製紙グループの事業 大王製紙ｸﾞﾙｰﾌﾟの事業 大王製紙ｸﾞﾙｰﾌﾟの事業 大王製紙ｸﾞﾙｰﾌﾟの事業 それぞれのまとめ 




   
ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾅﾙﾊｲﾗｲﾄ 
   様々なところ分散して
記載があるが，特にま
とめての記事はない。 
第2次中期事業計画  第2次中期事業計画 若干 HPにも資料あり 
大王製紙の研究開発  ｾﾙﾛｰｽﾅﾉﾌｧｲﾊﾞｰのみ 大王製紙の研究開発  
大王製紙のCSR  大王製紙のCSR   
組織統治ｺｰﾎﾟﾚｰﾄｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ  コーポレートガバナンス コーポレートガバナンス  
組織統治コンプライアンス  コンプライアンス   
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上記図表 50 では，大王製紙コーポレートレポート 2016 の内容について，ファクトブッ
ク・CSR報告書・有価証券報告書との比較を行った。結果を見るとわかるように，コーポレ




 次に，「コーポレートレポート 2016」の記載内容を，概略ではあるが見ていこう。 
 
図表 51 コーポレートレポート 2016 記載内容 








































































































































































第 2次中期事業計画では 2017年度経営目標として，売上高 5,000
億円・経常利益 250億円・売上比 5％・純有利子負債 2,500億円
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社の植林関連を計上している。集計対象範囲は，2015年度（2015年 4月 1日～2016年 3月 31日）である。
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① 【連結貸借対照表】 
 








現金及び預金 82,558 80,915 
受取手形及び売掛金 91,209 95,683 
商品及び製品 38,594 42,488 
仕掛品 4,788 4,893 
原材料及び貯蔵品 22,677 21,788 
繰延税金資産 5,017 4,106 
その他 7,654 7,283 
貸倒引当金 △7 △2 
流動資産合計 252,490 257,154 
固定資産   
有形固定資産 
建物及び構築物 186,435 193,962 
減価償却累計額 △122,769 △125,138 
建物及び構築物（純額）  63,666  68,824 
機械装置及び運搬具  805,920  805,170 
減価償却累計額 △674,531 △671,120 
機械装置及び運搬具（純額）  131,389  134,050 
土地  75,513  74,645 
建設仮勘定 7,917 9,199 
その他  18,739  19,031 
減価償却累計額 △9,733 △9,376 
その他（純額）  9,006  9,655 
有形固定資産合計 287,491 296,373 
無形固定資産   
のれん 59,000 53,463 
その他 3,676 3,651 
無形固定資産合計 62,676 57,114 
投資その他の資産   
投資有価証券  39,410  32,765 
長期貸付金 3,912 3,855 
繰延税金資産 187 921 
その他  7,665  9,048 
貸倒引当金 △1,226 △1,091 
投資その他の資産合計 49,948 45,498 
固定資産合計 400,115 398,985 
繰延資産 140 171 
資産合計 652,745 656,310 
資産の部 
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流動負債     
買掛金  48,201  49,123 
短期借入金  37,360  33,560 
1年内返済予定の長期借入金  96,364  79,941 
1年内償還予定の社債  15,020  10,320 
未払金  20,575  23,970 
1年内支払予定の長期設備関係未払金  2,346  2,526 
未払法人税等  1,320  5,190 
賞与引当金  4,296  4,553 
役員賞与引当金  126  119 
その他  12,088  9,959 
流動負債合計  237,696  219,261 
固定負債     
社債  10,320  － 
転換社債型新株予約権付社債  －  30,135 
長期借入金  207,550  199,992 
長期設備関係未払金  4,865  4,022 
退職給付に係る負債  18,125  18,874 
役員退職慰労引当金  367  279 
環境対策引当金  5  4 
関係会社事業損失引当金  243  225 
その他  9,079  8,698 
固定負債合計  250,554  262,229 
負債合計  488,250  481,490 
純資産の部     
株主資本     
資本金  39,707  39,707 
資本剰余金  39,586  39,922 
利益剰余金  70,412  83,772 
自己株式  △2,896  △2,907 
株主資本合計  146,809  160,494 
その他の包括利益累計額 
その他有価証券評価差額金 10,603 6,250 
為替換算調整勘定 △1,867 △2,822 
退職給付に係る調整累計額 △1,093 △814 
その他の包括利益累計額合計 7,643 2,614 
非支配株主持分 10,043 11,712 
純資産合計 164,495 174,820 
負債純資産合計 652,745 656,310 
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②【連結損益計算書】 
  (単位：百万円) 
 
  前連結会計年度  当連結会計年度 
(自 平成26年4月 1日 (自 平成27年4月 1日 
至 平成27年3月31日) 至 平成28年3月31日) 
売上高  450,239  474,077 
売上原価   344,237   359,933 
売上総利益  106,002  114,144 
販売費及び一般管理費   84,206   89,821 
営業利益  21,796  24,323 
営業外収益     
受取利息  164  140 
受取配当金  546  989 
為替差益  1,598  － 
仕入割引  346  345 
補助金収入  3,119  608 
その他  1,835  2,296 
営業外収益合計  7,608  4,378 
営業外費用     
支払利息  5,826  4,697 
為替差損  －  799 
その他  1,794  1,946 
営業外費用合計  7,620  7,442 
経常利益  21,784  21,259 
特別利益     
固定資産売却益   359   212 
投資有価証券売却益  38  3,729 
受取保険金  138  197 
負ののれん発生益  126  － 
関係会社清算益  116  － 
その他  63  － 
特別利益合計  840  4,138 
特別損失     
固定資産除売却損  1,101  894 
投資有価証券売却損  1  118 
災害による損失  105  150 
減損損失  1,453  1,564 
のれん償却額  －  346 
為替差損  2,273  － 
関係会社事業損失引当金繰入額  271  － 
その他  47  328 
特別損失合計  5,251  3,400 
税金等調整前当期純利益 17,373 21,997 
法人税，住民税及び事業税 2,121 5,594 
法人税等調整額 1,634 1,510 
法人税等合計 3,755 7,104 
当期純利益 13,618 14,893 
非支配株主に帰属する当期純利益 409 299 
親会社株主に帰属する当期純利益 13,209 14,594 
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③【連結包括利益計算書】 






















  前連結会計年度  当連結会計年度 
(自 平成26年4月 1日 (自 平成27年4月 1日 
至 平成27年3月31日) 至 平成28年3月31日) 
当期純利益  13,618  14,893 
その他の包括利益     
その他有価証券評価差額金  8,523  △4,451 
為替換算調整勘定  5,512  △1,122 
退職給付に係る調整額  290  279 
その他の包括利益合計   14,325   △5,294 
包括利益  27,943  9,599 
（内訳）     
親会社株主に係る包括利益  27,204  9,306 
非支配株主に係る包括利益  739  293 
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④ 【連結株主資本等変動計算書】 
前連結会計年度(自 平成26年4月1日 至 平成27年3月31日) 
(単位：百万円) 
 株主資本 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 









30,415 30,294 58,247 △2,883 116,073 
当期変動額 
     
新株の発行 9,292 9,292 
  18,584 
剰余金の配当 







自己株式の取得    △13 △13 
連結範囲の変動   99  99 
連結子会社の増資に 
よる持分の増減 




    
－ 
株主資本以外の項目 
の 当 期 変 動 額 （ 純額） 
     
当期変動額合計 9,292 9,292 12,165 △13 30,736 
















当期首残高 2,182 △7,152 △1,383 △6,353 9,459 119,252 
会計方針の変更によ 
る累積的影響額 
     △73 
会計方針の変更を反映 
した当期首残高 
2,182 △7,152 △1,383 △6,353 9,459 119,179 
当期変動額       
新株の発行      18,584 
剰余金の配当      △1,143 
親会社株主に帰属す 
る当期純利益 
     13,209 
自己株式の取得      △13 
連結範囲の変動      99 
連結子会社の増資に 
よる持分の増減 
     － 
連結子会社株式の売 
却による持分の増減 
     － 
株主資本以外の項














当期変動額合計 8,421 5,285 290 13,996 584 45,316 
当期末残高 10,603 △1,867 △1,093 7,643 10,043 164,495 
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当連結会計年度(自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日) 
(単位：百万円) 
 株主資本 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 
当期首残高 39,707 39,586 70,412 △2,896 146,809 
会計方針の変更によ 
る累積的影響額 




39,707 39,586 70,412 △2,896 146,809 
当期変動額      
新株の発行     － 







自己株式の取得    △11 △11 














の 当 期 変 動 額 （ 純額） 
     
当期変動額合計 － 336 13,360 △11 13,685 















当期首残高 10,603 △1,867 △1,093 7,643 10,043 164,495 
会計方針の変更によ 
る累積的影響額 
     － 
会計方針の変更を反映 
した当期首残高 
10,603 △1,867 △1,093 7,643 10,043 164,495 
当期変動額       
新株の発行      － 
剰余金の配当      △1,234 
親会社株主に帰属す 
る当期純利益 
     14,594 
自己株式の取得      △11 
連結範囲の変動      － 
連結子会社の増資に 
よる持分の増減 
     117 
連結子会社株式の売 
却による持分の増減 
     219 
株主資本以外の項














当期変動額合計 △4,353 △955 279 △5,029 1,669 10,325 




  (単位：百万円) 
   前連結会計年度  当連結会計年度 
(自 平成26年4月 1日 (自 平成27年4月 1日 
至 平成27年3月31日) 至 平成28年3月31日) 
営業活動によるキャッシュ・フロー     
税金等調整前当期純利益  17,373  21,997 
減価償却費  27,203  26,988 
減損損失  1,453  1,564 
のれん償却額  4,453  4,782 
負ののれん発生益  △126  － 
貸倒引当金の増減額（△は減少）  90  △137 
関係会社事業損失引当金の増減額（△は減少）  191  △18 
投資有価証券売却損益（△は益）  △37  △3,611 
投資有価証券評価損益（△は益）  16  2 
退職給付に係る負債の増減額（△は減少）  1,066  1,095 
受取利息及び受取配当金  △710  △1,129 
支払利息  5,826  4,697 
為替差損益（△は益）  674  799 
補助金収入  △3,119  △608 
受取保険金  △138  △197 
有形固定資産売却損益（△は益）  323  △44 
有形固定資産除却損  419  725 
売上債権の増減額（△は増加）  △4,782  △4,795 
たな卸資産の増減額（△は増加）  △5,362  △3,376 
仕入債務の増減額（△は減少）  2,172  1,237 
その他の資産・負債の増減額  △3,310  △969 
未払消費税等の増減額（△は減少）  1,911  △2,238 
その他  549  △617 
小計  46,135  46,147 
法人税等の支払額  △4,481  △2,006 
法人税等の還付額  －  1,807 
補助金の受取額  2,872  525 
保険金の受取額  214  538 
営業活動によるキャッシュ・フロー  44,740  47,011 
投資活動によるキャッシュ・フロー     
定期預金の増減額（△は増加）  △3,329  4,616 
有形固定資産の取得による支出  △31,395  △33,958 
有形固定資産の売却による収入  6,959  385 
投資有価証券の取得による支出  △166  △76 
投資有価証券の売却による収入  831  5,155 
関係会社株式の取得による支出  △1,642  △2,565 
関係会社株式の売却による収入  －  853 
貸付けによる支出  △2  △6 
貸付金の回収による収入  3  7 
利息及び配当金の受取額  1,056  1,475 
その他  △896  △1,959 
投資活動によるキャッシュ・フロー  △28,581  △26,073 
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  前連結会計年度  当連結会計年度 
 (自 平成26年4月 1日 (自 平成27年4月 1日 
 至 平成27年3月31日) 至 平成28年3月31日) 
財務活動によるキャッシュ・フロー     
短期借入れによる収入  7,230  12,200 
短期借入金の返済による支出  △28,820  △16,000 
長期借入れによる収入  97,240  73,137 
長期借入金の返済による支出  △105,269  △97,118 
転換社債型新株予約権付社債の発行による収入  －  30,150 
社債の償還による支出  △10,400  △15,020 
株式の発行による収入  18,584  － 
非支配株主への株式の発行による収入  －  809 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の売却 
による収入 － 1,328 
利息の支払額 △6,232 △5,200 
配当金の支払額 △1,143 △1,234 
その他 △619 △527 
財務活動によるキャッシュ・フロー △29,429 △17,475 
現金及び現金同等物に係る換算差額 925 △367 
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △12,345 3,096 
現金及び現金同等物の期首残高 79,046 69,073 




現金及び現金同等物の期末残高   69,073 72,169 







2006/3 2007/3 2008/3 2009/3 2010/3 2011/3 2012/3 2013/3 2014/3 2015/3 2016/3
売上高 402,273 414,163 455,804 465,804 423,105 410,159 408,985 407,362 430,054 450,239 474,077
売上原価 296,902 313,823 357,716 371,168 330,108 327,375 334,240 325,338 334,113 344,237 359,933
売上総利益 105,370 100,340 98,087 94,636 92,997 82,783 74,745 82,023 95,941 106,002 114,144
販売費及び一般管理費 74,782 74,352 75,746 76,027 69,831 69,406 64,261 70,445 79,892 84,206 89,821
営業利益 30,587 25,987 22,341 18,608 23,165 13,337 10,483 11,577 16,049 21,796 24,323
経常利益(△損失) 24,424 19,750 15,042 11,199 14,248 5,665 4,748 6,637 11,257 21,784 21,259
税金等調整前当期純利益(△損失) 21,582 15,844 13,361 4,471 13,112 △5,297 △5,689 20,682 6,608 17,373 21,997
親会社株主に帰属する当期純利益(△損失) 8,265 11,300 5,460 356 2,381 △18,234 △5,321 15,109 6,293 13,209 14,594
包括利益 － － － － － △16,506 △3,247 22,075 11,826 27,943 9,599
EBITDA 54,774 52,182 53,269 53,561 56,965 47,548 42,622 43,637 47,180 59,139 57,726
設備投資 16,708 19,931 74,746 37,738 18,678 22,057 18,200 21,726 24,948 31,587 37,310
減価償却 22,875 23,243 28,739 32,348 32,993 32,850 29,584 26,409 26,403 27,203 26,988
研究開発費 2,792 2,600 2,269 2,534 2,217 2,079 1,399 2,149 2,836 2,683 2,791
営業キャッシュ・フロー 42,495 34,525 61,286 49,482 73,995 41,153 23,775 50,805 58,091 44,740 47,011
投資キャッシュ・フロー △6,966 △36,556 △70,792 △37,899 △21,531 △25,496 △32,171 △41,455 △26,826 △28,581 △26,073
財務キャッシュ・フロー △29,463 3,093 8,099 8,058 △17,987 △20,747 △7,379 △13,441 △37,242 △29,429 △17,475
フリー・キャッシュ・フロー 35,529 △2,031 △9,506 11,583 52,464 15,657 △8,395 9,350 31,265 16,160 20,938
総資産 641,025 683,261 698,788 705,602 703,549 672,386 596,425 659,112 646,112 652,745 656,310
純資産 106,436 136,696 133,227 126,161 132,689 115,191 97,313 107,969 119,252 164,495 174,820
流動資産 267,349 293,048 270,549 280,678 293,910 290,159 269,483 246,258 243,871 252,490 257,154
有利子負債 412,766 432,499 461,812 481,388 472,570 459,449 402,379 449,743 417,664 375,024 362,370
純有利子負債 335,172 353,140 381,794 382,469 336,500 329,296 308,948 363,533 331,825 292,466 281,456
現金及び現金同等物 75,977 77,301 75,898 95,021 129,497 124,251 86,332 82,457 79,046 69,073 72,169
発行済株式数(株) 128,328,025 128,990,790 129,017,785 129,018,785 129,018,785 129,018,785 129,018,785 129,018,785 129,018,785 149,348,785 149,348,785
1株当たり当期純利益 68.58 95.67 44.97 2.85 19.22 △147.27 △43.13 126.51 51.52 93.48 100.15
１株当たり純資産 893.12 916.01 892.04 843.36 857.38 691.96 680.29 821.21 875.39 1,059.78 1,119.24
配当金 10.50 10.50 10.50 8.50 8.50 8.50 8.50 8.50 8.50 8.50 10.50
ROE(％) 8.0 10.6 5.0 0.3 2.3 △19.0 △6.3 16.8 6.1 10.0 9.2
ROA(％) 1.3 1.7 0.8 0.1 0.3 △2.7 △0.9 2.3 1.0 2.0 2.2
自己資本比率(％) 16.6 15.7 16.0 14.8 15.1 12.7 14.0 14.7 17.0 23.7 24.9
D/Eレシオ(倍) 3.9 4.0 4.1 4.6 4.4 5.4 4.8 4.6 3.8 2.4 2.2






2 大王製紙株式会社 コーポレートレポート 























































 最後になりましたが，これまで私の研究活動を献身的に支えた下さった石割税務会計事務所 代表          
石割寿志先生をはじめ,税理士法人鈴木会計 所長 鈴木義彦先生とスタッフの皆様方に感謝申し上げ
ます。 
 
2018年 3月 
鈴木浩二 
 
 
 
